


























































証券取得 債権取得 支不居動設産取置得・ β口、 百十
件数|金額 件数|金額 件数|金額 件数|金額




(12・32) 2(326・418) (51.249 ) 
1974 
全企業 1，736 1.262 514 1，098 260
1 
36 1，910 2，3691 







全企業 882 1，487 557 1，882 193 93 1.632 3，462 
企中 小業 (484.362 ) 
92 234 
(752.817 ) 
55 (I50，2・919) 381 ) 
1978 
(叫対 (8.3 






















表 2 地域別海外投資件数及び構成比の推移 (単位:件， %) 
北 米|中南米|アジア|中近東
全企業|諒企業|全企業|諒企業|全企業 l諒企業|全企業|諒企業
1974 |倒 2061 幻 1 761 悶別 3111(32.4)1 (33.3)1 (14.2)1 (12.3)1 (35.7)1 (43.7)1 (1.6)1 (0.2) 
5941 2131 2011 631 4901 2061 41 9 
(36・0)1 (39.3)1 (12.2)1 (11.6)1 (29.7)1 (38.0)1 (2.5)1 (1.7) 1976 




(9.4)1 (4.4)1 (5.1)1 (2.2)1 (5.2)1 (2.8)1 (100.0)1 (100.0) 
1974 
1976 
2511 591 591 121 981 361 2，3951 1 ，219 




一¥下¥と1197211973 11974 11975 11976 11977 11978 11979 11980 
60.7 68.4 70.5 69.7 57.6 
韓 国 52.6 49.61 37.31 5.6 16.7 19.7 6.3 7.5 6.1 
香港 5.2 3.41 4.01 6.7 11.9 7.9 10.7 12.0 9.1 
台湾 8.9 15.61 15.91 15.6 14.3 15.8 19.6 22.6 21.2 
その他アジア 15.6 16.11 20.61 26.7 17.9 25.0 33.9 27.1 21.2 
先 進 国 10.4 9.5 12.3 31.1 32.1 27.6 25.9i_ 25.6 37.4 
北 米 8.9 7.8 9.9 25.6 21.4 21.1 21.4: 19.5 31.3 
ヨーロツ I~ 0.7 1.0 1.6 5.6 9.5 5.3 3.6: 5.3 6.1 
オセアニア 0.7 0.7 0.8 。1.2 1.3 0.9: 0.8 。
て の 他 7.4 5.8 9.9 14.4 7.1 3.9 5.3 5.1 
中 南 米 6.7 5.8 9.1 13.3 7.1 3.9 2.7 5.3 5.1 
中 近 束 。。。。。 O 0.9 。。
アフリカ 0.7 O 0.4 1.1 O O O O O 


































表4 中小資本の業種別海外投資件数 (単位:件， ( )内1i.%)
五位尽11975 11976 11977 11978 11979 11980 
製 造 業 I71(28.7) 84(33.6) 76(22.2) 112(36.6) 133(30.4) 99(30.4) 
農林・漁業 8 (3.2) 8 (3.2) 9 (2.6) 1 (0.3) 21 (4.8) 12 (3.7) 
鉱 業 。(0) 。(0) 。(0) 。(0) 。(0) 1 (0.3) 
建 号目玉月ζa 業 6 (2.4) 8 (3.2) 11 (3.2) 4 (1.3) 4 (0.9) 3 (0.9) 
間 業 123(49.8) 112(44.8) 172(50.3) 142(46.4) 192(43.9) 152(46.6) 
サービス業 18 (7.3)1 20 (8.0)! 33 (9.6)1 25 (8.2)/ 27 (6.2)1 22 (6.7) 
そ の他… 18叫但(12.0)1 22 (7.2) 印(川以11.3)
計 1247(100)1250 (1州342(1叫306(10州437(附1326 cl∞ 
資料:中小企業白書各年版より作成
(注〕新規直接投資件数のみ
表 5 中小資本の製造業新規投資件数の業種別構成比 (単位:%) 
支五一---=-!J1973 11974 11975 11976 11977 11978 11979 11980 
食品 4.6111.2115.5123.81 6.61 8.0110.5114.1 
木材・パルプ 5.5 7.0 4.2 2.4 7.9 3.6 2.3 5.1 
織 維 12.6 7.0 2.8 4.8 7.9 6.3 6.0 6.1 
イじ 学 5.8 5.6 14.1 5.4 11.3 7.1 
鉄・非 鉄 9.2 14.7 7.0 9.5 6.6 4.5 7.5 7.1 
機 械 36.3 36.9 18.4 47.3 37.6 43.3 
雑貨・その他 25.8 28.01 26.8 14.3 42.1 25.0 24.8 17.2 

























一長一fil一一一一一一一一一年一一I1973 I 1976 I 1978 I 1980 
主 工 業 51.4 54.8 57.1 57.6 


















3) 乙のような数値から， r海外進出企業総覧J (1980年版， r束洋経済』臨時増刊)
では， 1978年度を海外投資の、第2次ブームのほしり、と位置つ'けられている(同
書p.7参照)。





































































1) r昭和55年版，中小企業白書1p. 190. 
2) 例えば，日本経済新聞， 1981年3月27日号によれば，、欧米各国が誘致攻勢'をか
け、通産省も積極的に後押し'することを表明している，と報じられている。
















図 1. 中小資本海外投資の目的 (単位:%)
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フ。 フ ス .マ イ ナ ス
企業レベル|国民経済レベル 企業レベル|国民経済レベノレ
(わが国の投資企業)(わが国経済・社会)(わが国の投資企業)(わが国経済・社会)
1. 企業力の強化 1. 新規事業機会 1. 投資の失敗に 1. 雇用機会の減
1-1諸資源の有 の拡大 よる本社の経営 少
効利用 2. 産業構造の高 の悪化 2. 国内産業の空
1-2市場の開拓 度化 洞化
-確保 3. セキュリティ 3. 下請企業への
1-3情報収集力 の確保 影響
の強化 3-1資源、エネJレ 4. プーメラン効
2. 保護貿易主義 ギー安定供 果
的規制の回避 給の確保 5. 経済のオート
3. 投資優遇措置 3-2相互依存関 ノミーの低下
の享受 係の強化
4. 特恵関税の利 4. 資材輸出及び
用 原料輸出の増加
(→雇用の増加〉
(受入国のパートナ (国際経済社会・受 (受入国のパートナ (受入国経済社会)
入国経済社会〉 一) 1. 社会の構造変
1. 技術及びノウ 1. 国際分業の促 1. 投資の失敗に 化の加速化
ハウの吸収 進及び開放経済 よる経営の悪化 2. オーノイープレ
体制の維持 ゼンス














































































































その問題点は大きく 3ツに整理される D 第 1(1979年〉によれば，態調査」





































































































































































































































































































































1) r昭和55年度中小企業白書Jp. 203. 
2) r昭和56年度中小企業白書Jp. 81. 
3) 長尾梅太郎「中小企業の海外投資の現状と意義J(中小企業庁編『中小企業の再
発見一一80年代中小企業ビジョン一一』通商産業調査会， 1980年)p. 189第 5-
18表。長尾氏の海外投資の意義に関する主張については，同書 p.184"""'p. 193 
参照。
4) 前掲『中小企業の再発見Jp. 188. 
5) 前掲『中小企業の再発見Jp. 187. 
6)， 7) 村井弘幸「途上国における中小外資の役割J( r経済評論J1980年10月号所
収 P.93) 
8) 前掲『中小企業の再発見jp. 188. 
9) 前掲『中小企業の再発見JP. 190. 
10) 中小企業問題の研究者の中で，乙の意見を代表する論者の 1人として，清成忠男
教授がおられる。清成教授の見解を示すものとしては， r日本中小企業の構造変
動j (新評論 1970年)， r現代中小企業の新展開J (日本経済新聞社 1972年)，
『現代中小企業論J(日本経済新聞社 1976年)， r中小企業読本J(東洋経済新報
社 1980年)，等がある。
11) 末岡俊二『中小企業の理論的分析J(文具堂1974年)p. 19. 
12) 小川雄平「現代日本資本主義研究84一一日本にとっての束南アジア市場J( rエコ
ノミスト 1980.10. 28) p. 88参照。
13) 小川雄平前掲論文 p.89. 
14) 斎藤志郎「海外企業進出の新品題J( r現代の企業』一一法学セミナー増刊一一日





















は次の l点である O 投資内容の高度化と投資先の変化が一定程度定着し，そ
れに第2節で述べた変化の背景の第 3の点，すなわち，諸先進国からの進出
要請が量的にも増加しつつあるいう事実が加味され，なお継続するとすれ
ば，中小資本海外投資に関する既成概念の lツである、中小資本海外投資は
低廉な労働力を追求するグとの命題に対し一定の修正を迫る部分となるであ
ろう，ということであるo しかしあくまでもそれは，第 3節で述べた中小資
本海外投資の本質を変化させるものではないこともまた，付言されねばなら
なし ) 0
